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目的　高齢者が通いの場での活動を継続するためには，行政や専門職が行う「継続支援」が不可欠
である。厚生労働省は通いの場を，だれが（運営）×どこで（場所）×なにを（活動）という
観点で類型化しているが，運営母体が異なれば活動で抱える課題や必要な支援も異なると考え
られる。本研究の目的は，住民主体の通いの場における運営母体による課題認識の差異を明ら
かにして有効な継続支援方法を検討すること，また前記の検討を深めるため運営母体による
ソーシャル・キャピタル（SC）認知の差異を明らかにすることとした。

方法　2018年に島しょ部を除く東京都内53区市町村の担当者を通じて通いの場活動を行う自主グ
ループへ自記式質問紙調査への協力を依頼し，40区市町の155グループ2,367名より回答を得た。
運営母体は，厚生労働省の類型をもとに，住民団体（地縁），住民団体（ボランティア），住民
個人（行政養成），住民個人（有志），行政・医療介護専門職の 5 つに分類した。通いの場にお
ける課題は，参加者の不足など10種類からあてはまるものを選択させた。SCは，集合的効力
感を構成する概念である，近隣に対する信頼を示す社会的凝集性と，共有された期待を示す私
的社会統制を尋ねた。運営母体による課題認識の差異をχ2検定および残差分析で，SC認知の
差異を性と年齢を調整した共分散分析で検討した。

結果　分析対象は運営母体に欠損のない153グループ2,342名（男性14.0％，平均年齢76.9歳）で，
運営母体の内訳は，住民団体（地縁）27グループ，住民団体（ボランティア）22グループ，住
民個人（行政養成）49グループ，住民個人（有志）33グループ，行政・医療介護専門職22グ
ループだった。課題認識者の割合は，「参加者の不足」が住民団体（地縁）で多く（18.5％），
住民個人（行政養成）で少なく（9.9％），「場所の確保」が住民団体（ボランティア）と行
政・医療介護専門職で多く（それぞれ16.9％，15.3％），住民団体（地縁）で少なく（5.0％），
「グループ内の人間関係」が住民団体（ボランティア）で多かった（9.5％）。社会的凝集性，
私的社会統制ともに，住民団体（地縁）に所属する者はそれ以外に所属する者より有意に得点
が高かった（すべてｐ＜0.001）。

結論　運営母体により活動時の課題認識は異なり，必要とされている継続支援も異なることが明ら
かとなった。また，SCも考慮に入れながら支援を行うことで効果的な支援となる可能性が考
えられた。
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Ⅰ　緒　　　言

　わが国では2014年より，地域づくりによる介
護予防による住民主体の通いの場づくりが推進
されている。通いの場とは，体操や趣味活動等
を行い介護予防に資すると市町村が判断し，住
民が主体的に取り組んでおり，月 1 回以上の活
動実績があるもので，運営について市町村が財
政的支援を行っているものに限らないとされて
いる1）。こうした通いの場は2020年時点で全国
に11万 3 千カ所以上が展開され，188万人以上
の高齢者が参加している1）。通いの場の効果に
ついては，市町村で通年開催されている通いの
場への参加者と非参加者を比較した 9 論文に関
するシステマティック・レビューにおいて，主
観的健康感や要支援・要介護リスク，要介護認
定など 8 つの（中間）アウトカム指標において
効果が示されていた2）。また，自治会や社会福
祉協議会などのサロン活動への参加は後期高齢
者における要介護リスクの悪化を抑制するこ
と3），ボランティアが中心となって運動を行う
自主グループに参加した高齢者では要介護認定
が抑制されること4）などが報告されている。さ
らに，住民が運営する交流や運動のグループに
参加することで，社会的役割や高次生活機能の
低下も抑制されることが明らかとなってい
る5）6）。
　こうした通いの場が長期的に継続するために
は，行政職員や専門職（行政組織に所属する，
もしくは行政組織と連携して活動する保健師，
リハビリテーション専門職，栄養士，歯科衛生
士，健康運動指導士等）が住民のよりよい活動
継続を支援するために行う「継続支援」が必要
である7）。しかし，通いの場やそれに類似した
住民主体の活動の立ち上げプロセスについての
知見はいくつか報告されているものの7）-11），継
続支援のあり方についての研究はほとんど行わ
れていない。われわれは先の研究において，住
民主体の通いの場における活動期間や役割によ
り，必要な継続支援方法が異なることを明らか
にしてきた12）13）。継続支援方法の検討のために

各通いの場参加者が活動内で感じている課題を
調査したところ，活動期間が長期化するほど何
らかの課題認識者の割合が高くなり，特にグ
ループの高齢化や運営メンバー・参加者の不足
が課題となっていた12）。また，通いの場で役割
を持つ者ほどグループの運営に関わる課題を一
般の参加者より多く感じており，グループ内で
の課題の共有のしやすさに違いがみられた13）。
このように，通いの場の特性や参加者の特性に
より認識している課題や必要な支援は異なって
いるため，効果的な支援のためにはさらに異な
る類型による検討が必要だろう。
　2021年に厚生労働省は，効果的・効率的な介
護予防の取り組みを一層進めるため，通いの場
の類型を整理した14）。この類型では，「だれが
（運営）」×「どこで（場所）」×「なにを（活
動）」という視点で通いの場が整理されている。
運営には，住民個人，住民団体，行政，専門職
団体，民間企業等が，場所には個人宅，公民館，
公園，空き店舗等が，活動には体操（運動），
会食，茶話会，認知症予防等が含まれるが，特
に運営母体の違いは，住民が運営する場合と行
政や専門職団体が運営する場合で，参加者が抱
える課題は全く異なると考えられる。しかしこ
れまで，継続支援において運営母体に着目した
検討は行われていない。運営母体ごとに課題を
整理することは，有効な継続支援策を検討する
上で有用であると考えられる。
　また，通いの場の展開において欠かすことの
できない概念にソーシャル・キャピタル（以下，
SC）がある。SCとは，社会的なつながりや信
頼・規範等，人々を効果的な協調行動へと導く
社会組織の特徴のことを指すものである15）。
SC指標のひとつである地域組織への参加割合
は，要介護認定率と負の関連が認められてい
る16）。通いの場への参加促進を通じてSCを醸
成することで，介護予防に寄与できると期待さ
れている。一方で，地域レベルのSCのひとつ
に集合的効力感がある17）。これは地域の社会構
造と個人の健康を結びつける鍵となる概念で，
近隣に対する信頼を示す「社会的凝集性」と，
共有された期待を示す「私的社会統制」から形
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成される概念である18）。社会的凝集性が概念の
うちの「集合的」の部分を，私的社会統制が
「効力感」の部分を示す19）。私的社会統制にお
ける共有された期待とは，地域での違反行為や
受け入れがたい出来事があった場合において，
近隣の人々が行動を起こす可能性を指してい
る18）。この集合的効力感が高い住民はコミュニ
ティに関わる行動を起こすことに積極的である
という特徴を持ち19），通いの場の課題解決に対
しても積極的であると考えられる。ただし，こ
うしたコミュニティ内の結びつきが必ずしも統
制されたコミュニティをもたらすのではなく，
強力な結びつきが外部からの介入を妨げてしま
い，かえってコミュニティ内の課題解決が困難
になる可能性も指摘されている19）。したがって，
運営母体による集合的効力感（SC）の認知の
差異の把握は，継続支援の介入方法を検討する
上で役立つ可能性がある。
　そこで本研究の目的は，住民主体の通いの場
における運営母体による課題認識の差異を明ら
かにして有効な継続支援方法を検討すること，
また前記の検討を深めるために運営母体による
SC認知の差異を明らかにすることとした。

Ⅱ　方　　　法

（ １）　対象者
　本研究は，2018年に東京都が実施した「地域
参加と交流についてのアンケート」調査のデー
タの二次利用である。この調査では，島しょ部
を除く東京都内53区市町村の介護予防事業担当
者に，住民主体の通いの場活動を行う自主グ
ループの紹介を依頼した。担当者には，調査の
趣旨と目的，方法，内容，結果の分析は個人を
特定できない形で行い，調査結果は自治体事業
への反映や学術的な報告のみに使用することを
文書にて説明した。協力が得られた自治体の担
当者より，当該自治体で活動するグループの活
動日時・場所の情報提供を受けた。その後，各
グループの活動場所に調査員が訪問し，自記式
質問紙調査を行った。対象者には，調査の目的，
データの利用範囲，参加の自由について書面お

よび口頭にて説明し，調査への匿名回答をもっ
て同意とした。調査は2018年 3 月 1 日～30日と
10月 1 日～12月28日に実施し，40区市町で活動
する155グループの2,367名より回答を得た。
　なお，本研究でのデータの二次利用にあたり，
東京都健康長寿医療センター研究所の倫理委員
会の承認を得た（承認番号：平成30年度「 5 」
（承認年月日：2018年 7 月10日），平成31年度
「迅 3 」（承認年月日：2019年 4 月15日））。

（ ２）　調査項目
　運営母体は，各グループの代表者 1 名に対し，
「グループの母体となる組織はありますか」と
尋ね，「町内会・自治会」「老人会」「社会福祉
協議会」「NPO法人」「介護予防リーダーや介
護予防サポーターが立ち上げた」「母体となる
組織はなく，有志で立ち上げた」「その他（自
由記述）」で回答を得た。この回答から，厚生
労働省の示す類型14）を基に，「町内会・自治会」
および「老人会」を「 1 ．住民団体（地縁）」，
「社会福祉協議会」および「NPO法人」を「 2 ．
住民団体（ボランティア）」，「介護予防リー
ダーや介護予防サポーターが立ち上げた」を
「 3 ．住民個人（行政養成）」，「母体となる組
織はなく，有志で立ち上げた」を「 4 ．住民個
人（有志）」として分類した。また，「その他」
で自由記述が得られた回答については， 1 ～ 4
に当てはまる回答はいずれかに分類し，さらに
回答を基に「 5 ．行政・医療介護専門職」とい
う分類を追加した。
　主要評価項目として活動時に感じている課題
を尋ねた。介護予防分野の研究や自治体での介
護予防活動の実践に携わった経験の豊富な研究
者の合議により，以下の10種類を提示した。 1 ．
グループの運営メンバーの不足， 2 ．運動など
の指導者の不足， 3 ．参加者の不足， 4 ．場所
の確保， 5 ．資金， 6 ．活動内容のマンネリ化，
7 ．参加者の健康・体調， 8 ．グループの高齢
化， 9 ．グループ内の人間関係，10．行政との
連携12）13）。この10種類の中からあてはまるもの
を複数回答で選択させ，課題を感じていない場
合は「特にない」を選択させた。
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　副次的評価項目としてSCの集合的効力感を
尋ねた17）。集合的効力感は，公共財の利益にな
るように行動する意思と結びついた隣人間の社
会的結合を意味し17），近隣に対する信頼などを
示す「社会的凝集性」と，共有された期待を示
す「私的社会統制」からなる18）。社会的凝集性
は，「お住まいの地域の人々は信頼できる」な
どの 5 項目で，私的社会統制は，「お住まいの
地域の人々は，学校をさぼり路上でたむろして
いる子供を見たら注意する」などの 5 項目で構
成され，それぞれ「そう思う」～「そう思わな
い」の選択肢に 5 点から 1 点を配点し合計点を
計算する18）。値の範囲は 5 点から25点であり，
高いほど社会的凝集性，私的社会統制が高いこ
とを示す。
　さらに，調査対象グループの特性を把握する
ため，各グループの代表者 1 名に対し，グルー
プの活動頻度，活動内容，活動開始からの期間
について尋ねた。活動頻度および活動内容は，
厚生労働省が行う「介護予防・日常生活支援総
合事業（地域支援事業）の実施状況」調査の
「介護予防に資する住民運営の通いの場の展開
状況」における選択肢に準じ，活動頻度は週 1
回以上，月 2 回以上，月 1 回以下の 3 種類から，
活動内容は体操（運動），会食，茶話会，認知
症予防，趣味活動，その他の 6 種類から最もあ
てはまるものを選択させた1）。また，対象者の

特性を把握するため，性，年齢，グループへの
参加期間を尋ねた。

（ ３）　分析方法
　グループおよび対象者の特性は，運営母体別
に連続変数は平均値（標準偏差）もしくは中央
値（四分位偏差）を，カテゴリー変数は人数と
割合を記載した。主たる分析として運営母体に
よる課題認識の差異をχ2検定で検討し，有意
差が認められた場合は残差分析により調整済み
の標準化残差を算出して運営母体間の課題認識
者の割合の差を検討した。また，副次的な分析
として運営母体によるSC認知の差異を，運営
母体を独立変数，社会的凝集性，私的社会統制
それぞれを従属変数，性を調整変数，年齢を共
変量とした共分散分析で検討し，有意差が認め
られた場合はBonferroni法による多重比較を実
施した。
　分析には，IBM SPSS Statistics version 27を
用い，有意水準 5 ％で統計的有意と判断した。

Ⅲ　研　究　結　果

　グループの運営母体について無回答だった 2
グループを除く153グループ2,342名が本研究の
分析対象となった。グループ全体の特性は，活
動頻度が週 1 回以上のグループが95グループ

表 1　対象グループの属性（ｎ＝153）

全体 
（ｎ＝153）

運営母体別

住民団体
（地縁）

（ｎ＝27）

住民団体
（ボランティア）

（ｎ＝22）

住民個人
（行政養成）
（ｎ＝49）

住民個人
（有志）

（ｎ＝33）

行政・医療介護
専門職

（ｎ＝22）

ｎ ％ ｎ ％ ｎ ％ ｎ ％ ｎ ％ ｎ ％

活動頻度
　週 1 回以上 95 62.1 20 74.1 14 63.6 28 57.1 19 57.6 14 63.6
　月 2 回以上 46 30.1 5 18.5 7 31.8 18 36.7 10 30.3 6 27.3
　月 1 回以下 12 7.8 2 7.4 1 4.5 3 6.1 4 12.1 2 9.1
活動内容
　体操（運動） 107 69.9 22 81.5 14 63.6 36 73.5 19 57.6 16 72.7
　会食 2 1.3 - - - - - - 1 3.0 1 4.5
　茶話会 11 7.2 1 3.7 1 4.5 5 10.2 4 12.1 - -
　認知症予防 11 7.2 1 3.7 2 9.1 4 8.2 2 6.1 2 9.1
　趣味活動 4 2.6 - - - - - - 3 9.1 1 4.5
　その他 5 3.3 - - 1 4.5 1 2.0 2 6.1 1 4.5
　複数回答 13 8.5 3 11.1 4 18.2 3 6.1 2 6.1 1 4.5

活動期間（月）
（中央値（四分位偏差）） 36.0 （44.0） 24.0 （44.5） 30.0 （42.9） 54.0 （38.8） 39.0 （55.5） 16.5 （15.9）
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（62.1％），主な活動内容が体操（運動）であ
るグループが107グループ（69.9％）であり，
活動期間の中央値（四分位偏差）は36.0（44.0）
カ月だった（表 1）。運営母体をみると，住民
団体（地縁）が27グループ（17.6％），住民団
体（ボランティア）が22グループ（14.4％），
住民個人（行政養成）が49グループ（32.0％），
住民個人（有志）が33グループ（21.6％），行
政・医療介護専門職が22グループ（14.4％）
だった。いずれの運営母体においても，活動頻
度が週 1 回以上，活動内容が体操（運動）であ
るグループの割合が最も多かった。
　 分 析 対 象 者2,342名 の 特 性 は， 男 性329名
（14.0％），女性1,980名（84.5％），平均年齢

（標準偏差）は76.9（7.1）歳であり，グルー
プ参加期間の中央値（四分位偏差）は24.0
（19.0）カ月だった（表 2）。運営母体別の回
答者数は，住民団体（地縁）470名，住民団体
（ボランティア）353名，住民個人（行政養
成）801名，住民個人（有志）467名，行政・医
療介護専門職251名だった。運営母体別にみる
と住民団体（地縁）は男性の割合が多く，住民
個人（行政養成）は男性の割合が少なかった。
　運営母体による課題認識の差異の分析対象と
なったのは課題認識に欠損のない2,262名だっ
た（表 3）。全体でみると，課題は特にないと
回答した者が45.6％と最も多く，課題の内容で
はグループの高齢化（24.5％）や参加者の健

表 2　対象者の属性（ｎ＝2,342）

全体
（ｎ＝2,342）

運営母体別

住民団体
（地縁）

（ｎ＝470）

住民団体
（ボランティア）

（ｎ＝353）

住民個人
（行政養成）
（ｎ＝801）

住民個人
（有志）

（ｎ＝467）

行政・医療介護
専門職

（ｎ＝251）

ｎ ％ ｎ ％ ｎ ％ ｎ ％ ｎ ％ ｎ ％

性別
　男性 329 14.0 90 19.1 51 14.4 83 10.4 73 15.6 32 12.7
　女性 1 980 84.5 374 79.6 294 83.3 702 87.6 392 83.9 218 86.9
　無回答 33 1.4 6 1.3 8 2.3 16 2.0 2 0.4 1 0.4

年齢（歳）
（平均値（標準偏差）） 76.9 （7.1） 76.6 （7.2） 77.7 （6.8） 77.5 （6.5） 76.0 （7.6） 76.4 （8.1）
グループ参加期間（月）

（中央値（四分位偏差）） 24.0 （19.0） 16.0 （17.0） 15.0 （13.0） 24.0 （22.5） 28.0 （22.5） 12.0 （15.0）
社会的凝集性（点）

（平均値（標準偏差）） 18.2 （3.7） 19.3 （3.6） 18.2 （3.5） 17.9 （3.7） 17.9 （3.5） 17.9 （4.0）
私的社会統制（点）

（平均値（標準偏差）） 18.6 （4.1） 19.5 （3.7） 18.2 （4.3） 18.5 （4.2） 18.2 （4.2） 18.2 （3.6）

表 3　運営母体による課題認識の差異（ｎ＝2,262）

全体
（ｎ＝2,262）

運営母体別

ｐ
住民団体
（地縁）

（ｎ＝443）

住民団体
（ボランティア）

（ｎ＝326）

住民個人
（行政養成）
（ｎ＝787）

住民個人
（有志）

（ｎ＝458）

行政・医療介護
専門職

（ｎ＝248）

ｎ ％ ｎ ％ ｎ ％ ｎ ％ ｎ ％ ｎ ％

特にない 1 032 45.6 192 43.3 139 42.6 373 47.4 214 46.7 114 46.0 0.504
グループの運営メンバーの不足 169 7.5 30 6.8 34 10.4 61 7.8 26 5.7 18 7.3 0.154
運動などの指導者の不足 178 7.9 35 7.9 35 10.7 54 6.9 31 6.8 23 9.3 0.182
参加者の不足 276 12.2 82 18.5 35 10.7 78 9.9 53 11.6 28 11.3 ＜0.001
場所の確保 248 11.0 22 5.0 55 16.9 80 10.2 53 11.6 38 15.3 ＜0.001
資金 165 7.3 38 8.6 17 5.2 63 8.0 36 7.9 11 4.4 0.138
活動内容のマンネリ化 179 7.9 34 7.7 34 10.4 56 7.1 36 7.9 19 7.7 0.466
参加者の健康・体調 448 19.8 94 21.2 59 18.1 147 18.7 98 21.4 50 20.2 0.638
グループの高齢化 554 24.5 124 28.0 85 26.1 187 23.8 105 22.9 53 21.4 0.238
グループ内の人間関係 131 5.8 21 4.7 31 9.5 51 6.5 19 4.1 9 3.6 0.007
行政との連携 143 6.3 25 5.6 24 7.4 58 7.4 25 5.5 11 4.4 0.347

注　残差分析の結果，度数が期待度数より 5 ％水準で有意に多い・少ないセルを太字で示した。「特にない」を除き複数回答可。
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康・体調（19.8％）を課題と感じている者が多
かった。χ2検定の結果，「参加者の不足」「場
所の確保」「グループ内の人間関係」に有意差
が認められた。残差分析の結果，「参加者の不
足」を課題と感じている者の割合は住民団体
（地縁）で多く（18.5％），住民個人（行政養
成）で少なかった（9.9％）。また，「場所の確
保」を課題と感じている者の割合は住民団体
（ボランティア）と行政・医療介護専門職で多
く（それぞれ16.9％，15.3％），住民団体（地
縁）で少なかった（5.0％）。さらに，「グルー
プ内の人間関係」を課題と感じている者の割合
は住民団体（ボランティア）で多かった（9.5％）。
　運営母体によるSC認知の差異の分析対象と
なったのは使用変数に欠損のない2,149名（社
会的凝集性），2,164名（私的社会統制）だった
（図 1）。二元配置分散分析の結果，住民団体
（地縁）に所属する者はそれ以外に所属する者
と比較して社会的凝集性，私的社会統制ともに
得点が有意に高かった（すべてｐ＜0.001）

Ⅳ　考　　　察

　本研究では，通いの場における運営母体によ
る課題認識の差異を検討した。その結果，運営
母体の違いにより認識されている課題は異なっ
ていた。また，SCの差異を検討した結果，住
民団体（地縁）に所属している者は社会的凝集

性，私的社会統制の認知が高かった。
　運営母体による課題認識の差異として，まず，
参加者の不足は，住民団体（地縁）を運営母体
とした通いの場で活動している者が感じやすく，
住民個人（行政養成）を運営母体とした通いの
場で活動している者は感じにくいことが明らか
となった。地縁組織である自治会や老人会を運
営母体とした通いの場は，参加が可能な者が会
員に限定されているために住民個人を運営母体
とした通いの場に比べて参加者が増えない可能
性がある。介護予防を目的とした自主グループ
への参加要因として最も多いのが身近な人から
の勧誘といった他者からの勧めであることか
ら20），住民団体（地縁）を運営母体とした通い
の場参加者に身近な人に勧めてみるよう促すこ
とが有効かもしれない。また，会員以外も参加
できる仕組みに転換を提案したり，行政や保健
師が会員外の人をマッチングしたりする支援が
有効であると考えられる。
　また，場所の確保に関する課題は，住民団体
（ボランティア），行政・医療介護専門職を運
営母体とした通いの場で活動している者が感じ
やすく，住民団体（地縁）を運営母体とした通
いの場で活動している者は感じにくいことが明
らかとなった。行政が管轄する公共施設の使用
は月ごとに抽選で決まることもあるため，同じ
場所で継続して活動することが困難な場合があ
る。自治会館や集会所を有しており活動場所の

注　エラーバーは95％信頼区間を示す。

図 1　運営母体によるソーシャル・キャピタル得点の差異
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確保が容易な地縁組織以外で通いの場を展開し
ようとするのであれば，支援者が地縁組織とそ
れ以外の住民同士をつなげる橋渡しを行うこと
で，場所の共有が可能となるかもしれない。ま
た，現在，生活支援体制整備事業に基づき生活
支援コーディネーター（地域支え合い推進員）
が区市町村に配置されている21）。彼らに期待さ
れる役割のひとつに地域資源の見える化や活動
場所の確保があることから，コーディネーター
が地域で使用可能な場所を発掘し，活動場所に
課題を抱える通いの場に紹介する仕組みを構築
することも有効である可能性がある。
　グループ内の人間関係を課題と感じている者
は住民団体（ボランティア）を母体とした通い
の場で活動している者で多かった。人間関係を
課題に感じる背景の 1 つには，活動に対する認
識のずれがある10）。人間関係の課題を支援者が
解決することは困難だが，支援者が第三者の立
場で話を聞くことは，認識のずれの修正につな
がるかもしれない。NPO法人や社会福祉協議
会を母体とした通いの場の継続支援を行う際に
は，傾聴を特に心がける必要があろう。
　運営母体によるSCの認知の差異をみると，
社会的凝集性，私的社会統制ともに，住民団体
（地縁）を運営母体とした通いの場で活動して
いる者が他の運営母体の通いの場よりも高かっ
た。したがって，住民団体（地縁）で活動する
者は地域の結びつきを強く感じており，地域の
ために協調して行動ができると考えられる。こ
うした団体は地域づくりによる介護予防におい
て不可欠な母体であるといえ，通いの場を継続
することによる地域へのメリットを伝えること
で継続的な活動への意思が強化されるかもしれ
ない。一方で，強力な結びつきは外部からの介
入を妨げてしまい，かえってコミュニティ内の
課題解決が困難になる可能性も指摘されてい
る19）。したがって，外部からの介入，たとえば
継続支援や，通いの場に地域外の人を入れるこ
とへのハードルが高い可能性もある。支援者が
参加者との信頼関係を構築したり，地域外の人
を入れて成功した事例について紹介したりする
ことにより介入が容易になると考えられる。信

頼感の構築のためには，住民組織活動が地域づ
くりに発展するために支援を行った保健師の支
援内容によると，住民に本気の姿勢を示す，住
民と対等で本音を話せる関係を作る，コミュニ
ケーションを駆使するといった方法が用いられ
ている22）。
　本研究の限界点として二点挙げられる。一点
目は，本研究は横断研究であるため，住民団体
（地縁）におけるSC認知の高さについて，SC
認知の高い者が通いの場に参加しているのか，
通いの場へ参加することでSCの認知が高まっ
たのかについては言及することができず，双方
向の可能性がある点である。二点目は，通いの
場の類型は，本研究で参照した厚生労働省の
「だれが（運営）」×「どこで（場所）」×「な
にを（活動）」のほかにも，東京都健康長寿医
療センター研究所（東京都介護予防・フレイル
予防推進支援センター）と東京都が提示した主
目的による類型も示されている点である23）。本
研究では運営母体に着目したが，今後は通いの
場の場所や活動内容，主目的に着目した継続支
援についても検討を進めることで，効果的な継
続支援方法についての知見が確立されると考え
られる。
　結論として，通いの場の運営母体により課題
認識は異なり，住民団体（地縁）を母体とした
通いの場は場所の確保には支援の必要性が低い
が参加者の確保については支援の必要性が高い
など，運営母体により必要とされている継続支
援も異なることが明らかとなった。また，SC
の高さが外部からの介入を妨げる可能性も考慮
に入れながら支援を行うことで効果的な支援と
なる可能性が考えられた。支援者は通いの場に
一律に支援を行うのではなく，各通いの場が抱
える課題を把握し，それに応じた適切な支援を
行っていく必要がある。
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